
7 土木費

1 土木管理費 1 土木総務費

［担当：管理課］ P.200

2501 道路管理に要する経費 281,006,000 円（38,192,000 円）

［その他 25,028,000 円 一財 255,978,000 円］

＊ 特財積算根拠

［使用料：道路使用料 17,862,000 円］

［使用料：自由通路広告灯占用料 851,000 円］

［使用料：法定外公共物使用料 6,000,000 円］

［手数料：道路幅員証明手数料 1,000 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 114,000 円］

［諸収入：自由通路広告灯電気使用料 200,000 円］

○ 目的

総延長約 1,000 ㎞の市道を安全・快適に利用できるように道路施設の管理を行う。

○ 内容

道路管理において、重要な道路台帳の整備や職員で実施が困難な道路管理を委託におい

て実施するため、街路樹の剪定、道路の草刈り、道路の側溝・路面の清掃及び取手・藤代各

駅のエレベーター、エスカレーターの点検・清掃等に要する経費である。

また、近年の集中豪雨に伴う道路冠水において、職員が道路の通行規制や規制解除を迅速

に対応できるよう、浸水検知システムによる管理を行う。

委託料 ・道路台帳整備委託料 14,333,000 円

・道路清掃委託料 45,668,000 円

・街路樹管理委託料 76,797,000 円

・取手駅東西駅前広場、ギャラリーロード・歩行者デッキ清掃委託料

12,870,000 円

・エレベーター、エスカレーター点検委託料 10,211,000 円

・道路草刈委託料 60,358,000 円

使用料 ・浸水検知システム使用料 2,371,000 円

2 道路橋りょう費 2 道路維持費

［担当：管理課］ P.204

2001 道路維持補修に要する経費 229,037,000 円（674,064,000 円）

［国・県 57,716,000 円 地方債 96,400,000 円 その他 1,882,000 円

一財 73,039,000 円］
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＊ 特財積算根拠

［国補：防災・安全交付金（インフラ老朽化対策分）

104,939,000 円×55％≒57,716,000 円］

［市債：市道整備事業債 90,939,000 円×45％×90％≒36,800,000 円］

［市債：市道整備事業債 7,205,000 円×75％≒5,400,000 円］

［市債：長寿命化事業債 60,313,000 円×90％≒54,200,000 円］

［繰入金：公共施設整備基金繰入金 1,805,000 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 77,000 円］

○ 目的

総延長約 1,000 ㎞の市道を安全・快適に利用できるように道路施設の点検・維持・修繕を

行う。また、橋りょうや道路施設の点検を実施し、補修を計画的に行う。

○ 内容

道路施設で破損があった場合に、専門的な技術及び機器等を使用しなければならないよ

うな破損については専門業者に修繕を依頼し、破損の程度が小さく職員で補修できるもの

については補修材料を購入して補修する。

橋りょうについては、橋りょう長寿命化計画に基づき、三巡目の定期点検及び橋りょう

補修工事を実施する。また、道路長寿命化対策事業として取手市舗装修繕計画に基づき、

アスファルト舗装の打替えを実施する。

委託料 橋りょう点検委託料（38橋） 14,000,000 円

工事請負費 取手駅西口デッキ橋補修工事 81,939,000 円

橋りょう補修工事（217 号橋） 9,000,000 円

吉田地内道路長寿命化対策工事 10,208,000 円

戸頭地内道路長寿命化対策工事 25,322,000 円

神浦地内道路長寿命化対策工事 12,111,000 円

中田地内道路長寿命化対策工事 12,672,000 円

［担当：道路建設課］ P.205

2602 道路維持に要する経費（ふれあい道路（市道 0106 号線））

250,000,000 円（200,000,000 円）

［国・県 125,000,000 円 地方債 112,500,000 円 一財 12,500,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：防災・安全交付金（生活空間の安全確保分）

250,000,000 円×50％＝125,000,000 円］

［市債：市道整備事業債（250,000,000 円－125,000,000 円）×90％＝112,500,000 円］
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○ 目的

本㊰⥺はᗈ域的なᖿ⥺㐨㊰࡛あるࡀ、⯒⿦ࡀⴭしく◚ᦆして࠾り、整備をᐇ᪋する࡜ࡇに

。Ᏻ඲ᛶを☜ಖするࡧり円⁥な㏻行ཬࡼ

○ 内容

㐨㊰ᨵಟ஦ᴗをᐇ᪋する。㊰⥺の஦ᴗ費・内容等はḟの࠾࡜り。

（༢఩：円）

2 㐨㊰ᶫ࠺ࡻࡾ費 3 㐨㊰ᨵⰋ費

［担当：㐨㊰ᘓタ課］ P.206

20 㐨㊰ᨵⰋに要する経費 3�3,001,000 円（243,102,000 円）

［地᪉മ 316,500,000 円 一財 36,501,000 円］

＊ 特財積算根拠

［市മ：市㐨整備஦ᴗമ 351,774,000 円×�0％≒316,500,000 円］

○ 目的

⏕活にᐦ╔した㐨㊰をᣑᖜ整備し、⥭急᫬の⥭急㌴୧の㏻㐣や交㏻の฼౽ᛶを図る。

○ 内容

㐨㊰ᨵ良஦ᴗをᐇ᪋する。ྛ㊰⥺の஦ᴗ費・内容等はḟの࠾࡜り。

஦ ᴗ ྡ ஦ ᴗ 費 ஦ ᴗ 内 容

2602 㐨㊰࠸あࢀࡩ

（市㐨 0106 ྕ⥺）

250,000,000 㐨㊰⥔持ᕤ஦（300P） 250,000,000

2602 㐨㊰（市㐨࠸あࢀࡩ 0106 ྕ⥺）

ͳ͗͢ΔޮԄ

ό઴΀Η͍͏ޮԄٸ
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（単位：円）

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容

2002 小文間

（市道 5148 号線）

137,601,000 手数料 15,000

不動産鑑定料 903,000

補償調査業務委託 10,483,000

用地測量業務委託 9,526,000

土地評価業務委託 7,282,000

用地代 7,680,000

物件移転補償 100,500,000

通常損失補償 1,212,000

2016 井野団地外周道路

（市道 0115 号線他）

148,250,000 路線測量業務委託 5,470,000

地質調査業務委託 3,550,000

市道改良工事（263m） 139,230,000

2040 井野台四丁目

（市道 3276 号線他）

67,150,000 市道改良工事（160m） 64,150,000

電柱移設補償 3,000,000

2002 小文間

（市道 5148 号線）

2016 井野団地外周道路

（市道 0115 号線他）

2040 井野台四丁目

（市道 3276 号線他）

県道取手東線

小文間
公民館

福永寺 JR 常磐線

井野公民館

なないろ
保育所

寺原

関
東
鉄
道
常
総
線
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［担当：㐨㊰ᘓタ課］ P.207

2� ㏻Ꮫ㊰ᩚഛに要する経費 76,162,000 円（14�,000,000 円）

［国・県 41,200,000 円 地᪉മ 31,300,000 円 一財 3,662,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：㜵⅏・Ᏻ඲交付金（⏕活✵㛫のᏳ඲☜ಖ分）

75,000,000 円×55％≒41,200,000 円］

［市മ：市㐨整備஦ᴗമ（76,162,000 円㸫41,200,000 円）×�0％≒31,300,000 円］

○ 目的

ᑠ中Ꮫ⏕の㏻Ꮫ㊰のṌ㐨整備等を行࠸、ඣ❺等のᏳ඲対⟇を図る。

○ 内容

㐨㊰ᨵ良஦ᴗをᐇ᪋する。ྛ㊰⥺の஦ᴗ費・内容等はḟの࠾࡜り。

な࠾、㏻Ꮫ㊰Ᏻ඲対⟇࣒ࣛࢢࣟࣉにᇶづࡁ༴㝤⟠ᡤ対⟇࡜して、㐨㊰ᨵ良ཬࡧᏳ඲対⟇᪋

タ整備をồめࢀࡽた⟠ᡤに࠸ࡘて、Ᏻ඲対⟇を行うࡶの࡛ある。

（༢఩：円）

஦ ᴗ ྡ ஦ ᴗ 費 ஦ ᴗ 内 容

2530 ᱓ཎ

（市㐨 4042 ྕ⥺）

50,000,000 市㐨ᨵ良ᕤ஦（3�4P） 48,000,000

㟁ᰕ⛣タ補ൾ 2,000,000

2534 㔝ࠎ஭

（市㐨 2365 ྕ⥺）

26,162,000 ୙ື⏘㚷定ᩱ 1,162,000

補ൾㄪᰝᴗົጤク 3,256,000

⏝地 㔞ᴗົጤク 6,325,000

ᅵ地ホ౯ᴗົጤク 8,657,000

㟁ᰕ⛣タ補ൾ 6,762,000

2530 ᱓ཎ（市㐨 4042 ྕ⥺） 2534 㔝ࠎ஭（市㐨 2365 ྕ⥺）

खघܱࡱॼ ಕࠅ
ߺ̔

ΑΌΊ໼

ήϨʖϱ
ηϛʖς
ιϱνʖ

ؖ౨రಕ৙૱ત
ߺಕ̗̐̒ࠅ
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3 都市計画費 1 都市計画総務費

［担当：都市計画課］ P.209

0501 都市計画事務に要する経費 22,347,000 円（4,251,000 円）

［国・県 7,830,000 円 その他 1,145,000 円 一財 13,372,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：街路交通調査費補助金 4,664,000 円×1／3≒1,500,000 円］

［県補：都市計画基礎調査交付金 12,661,000 円×1／2≒6,330,000 円］

［手数料：屋外広告物許可申請手数料 925,000 円］

［手数料：証明手数料 6,000 円］

［諸収入：都市計画図売却代 192,000 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 22,000 円］

○ 目的

快適で住みやすい都市の実現に向けて、まちづくりの骨格となる都市計画の策定に際し、

必要な基本データを把握するため各種調査を実施する。都市計画基礎調査については、都市

計画法第 6条の規定に基づき、都市政策の企画立案及び都市計画の適切な遂行に向けて、お

おむね 5年ごとに都市の現況及び動向を把握するものである。

また、都市計画道路再検討調査については、市が目指す将来の都市構造に即し、効率的な

整備が可能で機能性の高い幹線道路網を検討するため、国や県のガイドラインに基づき都

市計画道路の見直しを行うものである。

○ 内容

都市計画基礎調査については、人口、土地利用現況、建物現況、都市施設・市街地整備の

状況等についての調査を行う。調査結果は、図書及び GIS データとして整備し、県や市が定

める都市計画の策定や見直しなどに活用する。

都市計画道路再検討調査については、主に茨城県都市計画道路再検討指針に基づき、市の

概況や都市計画の状況整理、各路線の上位計画や関連計画における位置付け、ネットワーク

性や交通機能など各種道路機能の検証を行い、都市計画道路再検討概略カルテを作成する。

都市計画基礎調査業務委託 12,661,000 円

都市計画道路再検討調査業務委託 4,664,000 円

その他の経費 5,022,000 円

［担当：都市計画課］ P.210

0701 分庁舎の管理に要する経費 25,229,000 円（9,334,000 円）

［地方債 12,300,000 円 その他 6,194,000 円 一財 6,735,000 円］

＊ 特財積算根拠

［市債：分庁舎整備事業債 16,500,000 円×75％≒12,300,000 円］
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［繰入金：公共施設整備基金繰入金 4,200,000 円］

［諸収入：こども発達センター光熱水費等使用料 1,994,000 円］

○ 目的

都市整備部・こども発達センター・青少年センター・防災倉庫の複合施設である分庁舎の

管理を計画的に行うことで、施設の維持保全を図る。

○ 内容

分庁舎受変電設備改修工事については、分庁舎の受変電設備であるキュービクルが使用

開始から 40年以上経過し、老朽化が著しいことから、長期停電につながる電気事故を防止

するため更新を行う。

分庁舎受変電設備改修工事 16,500,000 円

その他の経費 8,729,000 円

［担当：都市計画課］ P.211

0801 桑原地区整備推進に要する経費 11,745,000 円（43,733,000 円）

［一財 11,745,000 円］

○ 目的

桑原地区において組合施行の土地区画整理事業による大規模な商業・業務施設を核とし

た新市街地を創出し、市の求心力を高めることで、市民生活環境の向上だけではなく、雇用

の創出や若者世代の定住化を促進し、まちの活力を高めていくことを目的として、準備組

合・事業協力者と協働して、土地区画整理事業の事業化に向けた国や県等との関係機関協議

を進めるとともに、桑原地区土地区画整理準備組合に対する事業化支援を行う。

○ 内容

土地区画整理事業の事業化のため、準備組合が行う地権者の土地利用意向と事業の土地

利用計画との調整や、会議開催等の合意形成支援業務に対して助成を行うとともに、準備組

合の運営を支援し、土地区画整理組合の設立に向けた本同意取得及び事業認可申請を支援

する。

桑原地区土地区画整理事業補助金 11,737,000 円

その他の経費 8,000 円

［担当：都市計画課］ P.211

2201 立地適正化計画策定に要する経費 11,429,000 円（0円）

［国・県 5,700,000 円 その他 4,010,000 円 一財 1,719,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：集約都市形成支援事業費補助金 11,429,000 円×1／2≒5,700,000 円］

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 4,010,000 円］
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○ 目的

取手市立地適正化計画は、計画公表から 5年が経過することから、施策の実施状況や目標

値の達成状況について検証を行うとともに、社会情勢等に応じた見直しを実施し、もってコ

ンパクト・プラス・ネットワーク型の持続可能な都市づくりを推進する。

○ 内容

誘導施策の効果の発現状況、定量化した目標値の達成状況、関連する指標について、調査、

分析及び評価を行う。また、都市再生特別措置法の改正により新たに記載事項となった、誘

導区域における防災・減災対策の取組方針等を位置付けた防災指針を追加し、併せて誘導区

域及び誘導施策等の見直しを図る。

立地適正化計画改定業務委託 11,429,000 円

［担当：都市計画課］ P.211

2501 都市交通政策の推進に関する経費 134,285,000 円（135,898,000 円）

［国・県 4,048,000 円 その他 12,880,000 円 一財 117,357,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：地域公共交通確保維持改善事業費補助金 4,048,000 円］

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 12,880,000 円］

○ 目的

市民の日常の移動手段を確保するため、コミュニティバスの運行や民間路線バスへの支

援等を通じて、市内公共交通の維持・整備を図る。

また、少子高齢化に伴う移動ニーズの変化に対応する、効率的で持続可能な公共交通体系

の再構築に向けて、市の交通施策の指針となる地域公共交通活性化再生法に基づく地域公

共交通計画を策定する。

○ 内容

コミュニティバスは、市内 7 路線を低床で高齢者等が乗り降りしやすい 7 台の車両で運

行し、その運行経費と運賃等の差額分を運行事業者に補償する。

民間路線バスについては、藤代駅南口から桜が丘地区を結ぶ路線の継続を目的として、バ

ス運行事業者に対し運行経費の一部を補助するとともに、取手駅を発着として複数市間を

運行する広域的・幹線的路線の維持を図るため、国、県及び沿線市と経費の一部を負担する。

小堀地区については、地区住民の通勤等に必要な移動手段を確保するため、スクールバス

車両を活用した取手駅東口までのバス運送を行う。

地域公共交通計画の策定については、令和 6年度に実施した調査業務の成果をもとに計

画策定業務を行い、今年度中に計画の公表を行う。

コミュニティバス運行経費補償金 110,503,000 円

路線バス継続支援補助金 7,500,000 円
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路線バス運行事業負担金 781,000 円

小堀バス運行委託料 6,864,000 円

地域公共交通計画策定業務委託料 8,096,000 円

その他の経費 541,000 円

3 都市計画費 2 建築指導費

［担当：建築指導課］ P.212

0501 建築指導事務に要する経費 10,246,000 円（6,052,000 円）

［国・県 1,118,000 円 その他 3,776,000 円 一財 5,352,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：社会資本整備総合交付金（宅地耐震化推進事業分）1,118,000 円］

［手数料：昇降機確認手数料 21,000 円］

［手数料：昇降機完了検査手数料 32,000 円］

［手数料：建築確認手数料 238,000 円］

［手数料：建築完了検査手数料 204,000 円］

［手数料：工作物確認手数料 18,000 円］

［手数料：工作物完了検査手数料 25,000 円］

［手数料：建築認定手数料 769,000 円］

［手数料：証明等手数料 200,000 円］

［手数料：中間検査手数料 26,000 円］

［手数料：建築計画概要書等の写し交付手数料 388,000 円］

［手数料：位置指定申請手数料 50,000 円］

［手数料：開発行為許可申請手数料 1,630,000 円］

［手数料：証明手数料 47,000 円］

［手数料：開発登録簿の写し交付手数料 100,000 円］

［手数料：中間検査手数料 10,000 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 18,000 円］

○ 目的

建築確認に関する事務や建築基準法に基づく指定・認定・許可及び違反建築物の指導を通

して、安全・安心な街並み形成のための建築行政に寄与すること、また都市計画法による開

発行為等の許可及び宅地造成並びに特定盛土等規制法による宅地の安全性に寄与すること

を目的とする。

○ 内容

平成 30 年度に大規模盛土造成地を対象に地盤調査、計算等により盛土の安全性を把握す

る第二次スクリーニング実施のための優先度評価を行った。この評価結果に基づき、今後も
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引き続き安全性が確保されていくものかを確認するため、「大規模盛土造成地の経過観察マ

ニュアル」に従い定期点検を行い、経過観察カルテとして整理する。なお、今回の調査では

経過観察の優先度の高い箇所を先行して行う。

大規模盛土造成地経過観察調査業務委託料 3,355,000 円

［担当：建築指導課］ P.214

2101 木造住宅耐震事業に要する経費 2,468,000 円（2,440,000 円）

［国・県 1,843,000 円 一財 625,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：社会資本整備総合交付金（住宅・建築物安全ストック形成分）1,233,000 円］

［県補：木造住宅耐震化支援事業費補助金 610,000 円］

○ 目的

木造住宅の耐震診断を実施することで、安全性に関する知識の普及・向上を図る。また、

耐震改修等に対して補助をすることにより改修を促進させ、今後予想される地震災害から

市民の生命、財産を守ることを目的とする。

○ 内容

木造の一戸建て住宅で昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築確認を受けて建築された等、条件

のいずれにも該当する建築物に対して耐震診断士を派遣し、無料耐震診断を行う。また、耐

震診断の「上部構造評点」が 1.0 未満の住宅等、条件のいずれにも該当する建築物の耐震改

修設計と耐震改修工事の両方を行う場合に費用の一部を補助する。

本年度の木造耐震診断件数及び補強工事に対する補助予定件数は次のとおり。

木造住宅耐震診断委託料の金額算定は次のとおり。

委託料＝85,000 円×5件×1.10＝467,500 円≑468,000 円

木造住宅耐震補強補助金の金額算定は次のとおり。

補助金＝限度額 1,000,000 円又は耐震改修（建て替え）工事費の 4／5のいずれか低い

額×2件＝2,000,000 円

［担当：建築指導課］ P.214

2301 大規模建築物等耐震化支援事業に要する経費 61,535,000 円（6,107,000 円）

［国・県 48,107,000 円 一財 13,428,000 円］

名 称 件 数 金 額

木造住宅耐震診断委託料 5件 468,000 円

木造住宅耐震補強補助金 2件 2,000,000 円

計 7件 2,468,000 円
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＊ 特財積算根拠

［国補：社会資本整備総合交付金（地域防災拠点建築物整備緊急促進事業分）

33,663,000 円］

［県補：大規模建築物等耐震化支援事業補助金 14,444,000 円］

○ 目的

広域の緊急輸送道路（直轄国道等）の沿線の大規模建築物等の地震による倒壊に伴い、

通行障害が発生することを防ぐため、その沿線の耐震性が不十分な大規模建築物等の耐

震化を促進する。

○ 内容

令和 4 年 3 月に茨城県耐震改修促進計画が改定され、新たに耐震診断義務付けの対象と

なる道路が位置付けられた。その沿線の対象建築物の所有者が耐震診断を行う場合に、耐震

診断費用の一部を補助する。また、耐震診断実施後に条件のいずれにも該当する建築物の耐

震設計と耐震改修工事を行う場合に費用の一部を補助する。

本年度の補助金は次のとおり。

3 都市計画費 4 街路事業費

［担当：道路建設課］ P.217

2201 都市計画道路 3・5・23 号北敷・沼附線に要する経費

150,005,000 円（111,496,000 円）

［国・県 82,500,000 円 地方債 60,700,000 円 一財 6,805,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：防災・安全交付金（生活空間の安全確保分）150,000,000 円×55％＝82,500,000 円］

［市債：市道整備事業債（150,000,000 円－82,500,000 円）×90％≒60,700,000 円］

○ 目的

本路線は、近隣から北浦川緑地へのアクセス道路として位置づけられており、北浦川緑地

の整備事業（茨城県事業）と一体的に整備を進めている路線である。

○ 内容

・手数料 5,000 円

・軟弱地盤対策工事 94,926,000 円

・用地代 9,292,000 円

名 称 件 数 金 額

耐震診断補助金 1件 6,107,000 円

耐震設計補助金 1件 6,882,000 円

耐震改修工事補助金 1件 48,546,000 円

計 3件 61,535,000 円
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・≀௳⛣㌿補ൾ費 45,782,000 円

2201 㒔市ィ⏬㐨㊰ 3・5・23 ྕ໭ᩜ・἟㝃⥺

3 都市計画費 � 都市᤼Ỉ費

［担当：᤼Ỉᑐ策課］ P.218

2001 ᤼Ỉ㊰ࡢ⥔ᣢ⟶⌮に要する経費 101,941,000 円（6�,�23,000 円）

［地᪉മ 2�,500,000 円 その他 4,448,000 円 一財 67,��3,000 円］

＊ 特財積算根拠

［市മ：⥭急⮬↛⅏ᐖ㜵Ṇ対⟇஦ᴗമ 2�,524,000 円×100％≒2�,500,000 円］

［⧞ධ金：බඹ᪋タ整備ᇶ金⧞ධ金 4,400,000 円］

［ㅖ཰ධ：㞠⏝ಖ㝤ᩱ本ே㈇ᢸ分 48,000 円］

○ 目的

市内の㒔市᤼Ỉ᪋タの⥔持⟶⌮ཬࡧ᤼Ỉ㊰のΎᤲを行࠸、㐨㊰ෙỈ・ᐙᒇᾐỈ⿕ᐖを⦆࿴

する。

○ 内容

市内の㞵Ỉ᤼Ỉ࣏ンࣉ᪋タⅬ᳨や᤼Ỉ㊰・ㄪ整ụの⥔持⟶⌮をᐇ᪋する。

ጤクᩱ ㄪ整ụΎᤲ 4,0�2,000 円

᤼Ỉ㊰Ύᤲ 17,732,000 円

᤼Ỉ⏝࣏ンࣉࢵ࢔ࣉ᪋タⅬ᳨ 36⟠ᡤ 64ྎ分 8,514,000 円

ᕤ஦ㄳ㈇費 ཮ⴥ➨ 1࣏ンࣉሙᨵಟ 2�,524,000 円

［担当：᤼Ỉᑐ策課］ P.219

2101 ᵽ⟶ࡢ⥔ᣢ⟶⌮に要する経費 106,782,000 円（10�,117,000 円）

［国・県 1,847,000 円 地᪉മ 88,700,000 円 一財 16,235,000 円］

＊ 特財積算根拠

藤代南中

北浦川緑地
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［国委：樋管管理業務受託収入 1,847,000 円］

［市債：緊急自然災害防止対策事業債 88,792,000 円×100％≒88,700,000 円］

○ 目的

利根川、小貝川への都市排水放流口である樋管の維持管理を行う。これにより、市内を水

害から守る。

○ 内容

樋管及び排水機場の維持管理は業者に委託し、樋管の操作は地元の各消防団と樋管近隣

住民の方に依頼する。また、添排水機場の発電機及び制御盤の改修工事を行う。

委託料 排水機場浚渫（中谷津） 2,860,000 円

排水機場施設点検 4機場 8樋管分 5,152,000 円

排水機場実施設計（古戸） 3,344,000 円

工事請負費 添排水機場 No.3 ポンプ用自家発電機他改修 85,448,000 円

［担当：排水対策課］ P.220

27 都市排水整備に要する経費 115,349,000 円（41,949,000 円）

［地方債 112,800,000 円 一財 2,549,000 円］

＊ 特財積算根拠

［市債：緊急自然災害防止対策事業債 112,900,000 円×100％≒112,800,000 円］

○ 目的

家屋への浸水被害や道路冠水を解消し、雨水排水路整備を行うことで住環境の改善を

図る。

○ 内容

藤代地区の雨水排水路整備及び下高井地区の管路施設実施設計を行う。また、民地から

の雨水流出を抑制するため、雨水浸透施設設置費用の一部を助成する。

都市排水整備事業一覧

（単位：円）

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容

2751 雨水排水流出抑制対策 205,000 浸透桝・浸透地下埋設管設置助成金

1～3号施設：3件分 205,000

2756 藤代地区雨水排水 84,399,000 家屋調査 2,244,000

雨水排水整備工事（317m）

69,905,000

ガス管移設補償 12,250,000

2774 下高井水砂雨水排水 30,745,000 管路施設実施設計 17,149,000

測量地質調査 13,596,000
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2756 藤代地区雨水排水

2774 下高井水砂雨水排水

3 都市計画費 6 公共下水道事業費

［担当：排水対策課］ P.221

2001 取手地方広域下水道組合負担金 1,644,810,000 円（1,650,000,000 円）

［一財 1,644,810,000 円］

○ 目的

生活汚水の排除処理及びトイレの水洗化による公共水域の水質保全や住環境の改善を図

る。また、下水道施設の建設改良を図る。

県道長沖藤代線

永山小

永山中
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○ 内容

負担金 1,438,000,000 円

雨水処理に要する経費に対する負担金 93,105,000 円

分流式下水道に要する経費等に対する補助金 1,264,956,000 円

企業債の元金償還等に対する補助金 79,939,000 円

出資金 206,810,000 円

下水道施設の建設改良費に対する出資金 182,000,000 円

雨水出水浸水想定区域図作成に対する出資金 24,810,000 円

3 都市計画費 7 公園緑地費

［担当：水とみどりの課］ P.223

2501 緑化推進に要する経費 9,954,000 円（1,209,000 円）

［その他 9,885,000 円 一財 69,000 円］

＊ 特財積算根拠

［繰入金：みどりの基金繰入金 9,885,000 円］

○ 目的

緑化フェア等のイベントや、市内の小・中学校、企業等において緑の募金事業を実施

し、市民に対して緑化の推進及び啓発を図る。

○ 内容

緑の募金事業や、緑化ボランティア団体との協働等によって、緑の重要性に対する市

民の理解と認識を深める。また、緑の基本計画を更新することにより、緑豊かな市の創

造に寄与する。

委託料

・緑の基本計画策定 8,745,000 円

［担当：水とみどりの課］ P.224

2701 公園維持管理に要する経費 244,755,000 円（203,628,000 円）

［国・県 38,700,000 円 地方債 26,700,000 円 その他 80,087,000 円

一財 99,268,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：社会資本整備総合交付金（公園施設長寿命化対策支援事業分）

77,400,000 円×50％＝38,700,000 円］

［市債：都市公園整備事業債（59,400,000 円－29,700,000 円）×90％≒26,700,000 円］

［使用料：公園施設使用料 7,050,000 円］

［使用料：公園施設占用料 432,000 円］
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［使用料：公園敷地使用料 18,000 円］

［繰入金：公共施設整備基金繰入金 6,460,000 円］

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 64,500,000 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 184,000 円］

［諸収入：資源物売却代 153,000 円］

［諸収入：自動販売機売上配分金 1,143,000 円］

［諸収入：自動販売機電気料 147,000 円］

○ 目的

市内の公園が、子どもたちや高齢者をはじめとして、すべての市民が安全・安心かつ快適

に利用できるように、遊具をはじめとする公園施設の点検を行い、市民との協働を取り入れ

つつ、計画的な維持管理に取り組む。

○ 内容

・樹木の剪定、除草、芝刈り、トイレの清掃、遊具や浄化槽などの施設点検、駐車場や有

料施設の管理、修繕などを行う。

・都市公園長寿命化対策に伴う都市公園施設長寿命化計画の見直しや、長寿命化計画に基

づく遊具等の公園施設の更新工事を実施する。

委託料

・公園管理委託料

（内訳）

取手緑地運動公園内 除草、中低木の刈込 13,057,000 円

相野谷親水公園ほか 14公園 除草、中低木の刈込 10,032,000 円

高井城址公園ほか 34 公園 芝刈り、除草、中低木の刈込 9,746,000 円

中内大圦線緑道ほか 6箇所 除草、中低木の刈込 10,307,000 円

水と緑と祭りの広場ほか 2公園 除草、中低木の刈込 3,278,000 円

ゆめみ野公園ほか 4公園 芝刈り、除草、中低木の刈込、トイレ清掃

4,808,000 円

小貝川リバーサイドパーク 芝刈り、除草、中低木の刈込 6,706,000 円

とがしら公園、宮ノ前ふれあい公園 清掃、芝刈り、除草 8,097,000 円

公園美化業務市内公園 77 箇所 除草 6,575,000 円

公園管理及びトイレ清掃業務

向原公園ほか 11箇所 鍵の開閉、トイレ清掃、巡視清掃 9,039,000 円

自治会公園管理業務市内公園 37箇所 自治会への除草委託 5,846,000 円

公園遊具定期点検 154 公園 計464 基 4,543,000 円

・草枝処分委託料 5,000,000 円

・都市公園施設長寿命化計画策定 20,000,000 円
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使用料及び賃借料

・公園管理用機械借上料 高所作業車、油圧ショベル等 600,000 円

・公園敷地借上料 6公園 1,116,000 円

工事請負費

・都市公園施設長寿命化対策工事 10 公園 59,400,000 円

［担当：水とみどりの課］ P.225

3301 水辺利用推進に要する経費 1,785,000 円（1,306,000 円）

［一財 1,785,000 円］

○ 目的

利根川及び小貝川河川敷の水辺環境の保全を推進するとともに、レンタサイクル事業を

実施し、河川愛護・河川美化への市民意識の高揚と水辺利用の推進を図る。

○ 内容

利根川及び小貝川河川敷における環境美化活動の取組を推進し、河川堤防を中心とした

レンタサイクル事業を実施することにより、より良い河川環境の保持と水辺空間の利用促

進を図る。

・レンタサイクル管理業務 949,000 円

4 月 1 日から 11 月 30 日、3月 20 日から 3月 31 日までの土・日・祝日の午前 9時か

ら午後 4時までの貸出し業務を委託する。

［担当：水とみどりの課］ P.225

3401 小堀の渡し運航に要する経費 19,693,000 円（15,137,000 円）

［その他 10,384,000 円 一財 9,309,000 円］

＊ 特財積算根拠

［使用料：渡船使用料 414,000 円］

［繰入金：地域振興基金繰入金 9,970,000 円］

○ 目的

小堀の渡しは、河川敷を訪れる誰もが利用できる貴重な観光資源である。利根川の景色を

楽しみ自然を体感する機会を提供することを目的とし運航する。

○ 内容

小堀船着場、取手緑地運動公園駐車場前船着場、取手ふれあい桟橋の 3箇所の船着場を循

環する形で渡船を運航する。料金は、一航路につき 200 円（小学生は半額）とし、小堀地区

住民や障がい者、乳幼児は無料とする。

また、船舶の定期点検やエンジンの整備を実施する。

・小堀の渡し運航業務委託料 14,558,000 円
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小堀船着場、取手緑地運動公園駐車場前船着場、取手ふれあい桟橋の 3 箇所の船着

場を循環する形で 1日 7便運航する。毎週水曜日及び年末年始は運休する。

観光船としての渡船事業を市内外に PR して、集客を図る。

・「とりで号」船舶補修及び塗装、エンジン点検整備 4,216,000 円

渡船の定期検査実施に伴い、今後も安全な渡船事業を継続するためにエンジン及び

船舶の点検整備、塗装等を実施する。

［担当：水とみどりの課］ P.227

3801 北浦川緑地管理に要する経費 25,142,000 円（23,965,000 円）

［国・県 10,914,000 円 その他 8,331,000 円 一財 5,897,000 円］

＊ 特財積算根拠

［県委：北浦川緑地管理委託金 10,914,000 円］

［使用料：公園施設使用料 1,350,000 円］

［使用料：公園敷地使用料 7,000 円］

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 5,890,000 円］

［諸収入：自動販売機売上配分金 1,006,000 円］

［諸収入：自動販売機電気料 78,000 円］

○ 目的

北浦川緑地を適正に維持管理し、利用者の利便性の向上を図る。

○ 内容

公園内の樹木の剪定・草刈り・清掃及びサッカー場（人工芝）の維持管理を行う。

委託料 北浦川緑地清掃及び巡視点検業務委託 4,047,000 円

北浦川緑地植栽管理業務委託 18,733,000 円

北浦川緑地浄化槽保守点検及び清掃業務委託 449,000 円

北浦川緑地遊具定期点検業務委託 264,000 円

4 住宅費 1 住宅管理費

［担当：管理課］ P.228

2001 市営住宅管理に要する経費 36,941,000 円（24,487,000 円）

［その他 18,902,000 円 一財 18,039,000 円］

＊ 特財積算根拠

［使用料：住宅使用料 18,902,000 円］

○ 目的

住宅に困窮する低額所得者に対して、低廉な家賃の賃貸住宅を供給することにより、市民

生活の安定と、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。
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○ 住宅概要 （R7.2.1 現在）

※政策空家とは、市営住宅の老朽化が著しい住宅、入居に適さない住宅で政策的に入居

募集を停止した住宅のこと。

修繕料 6,700,000 円

住宅修繕（玄関ドア修繕、壁クロス張り替え、床板張り替え、水回り修繕等）

火災保険料 257,000 円

（加入物件：8団地 267 戸、1集会所）

委託料 14,584,000 円

・高架水槽清掃委託 158,000 円

（駒場住宅 A・B棟：高架水槽 2基・受水槽 1基）

・住宅空地等草刈業務委託 7,276,000 円

（大利根住宅法面（雑木等伐採処分費含む）：820 ㎡、西方住宅法面：410 ㎡、その他：

14,120 ㎡）

・汚水雨水管清掃委託

（第二南住宅 6か所、29.4m） 143,000 円

・押切旧住宅用地測量委託料 7,007,000 円

使用料及び賃借料 15,092,000 円

住宅敷地借上料（市営住宅 8団地ほか：40,863.18 ㎡） 14,980,000 円

管理戸数 利用戸数 空家戸数 政策空家戸数

267 戸 140 戸 15 戸 112 戸

住宅名 構造・階数 建設年次 住戸面積
管理

戸数
家 賃（円／月）

第二南住宅 PC造・1階 昭和 41年
31.4 ㎡

（36.5 ㎡）
16戸 6,600 円～9,800 円

野々井住宅 PC造・1階 昭和 42年
31.4 ㎡

（36.5 ㎡）
20戸 8,300 円～12,400 円

第二野々井住宅 PC造・1階 昭和 43年 31.4 ㎡ 15 戸 7,500 円～11,200 円

西方住宅 PC造・1階 昭和 43年 36.5 ㎡ 25 戸 8,200 円～12,300 円

大利根住宅 PC造・2階 昭和 44～46 年
39.5 ㎡

（42.7 ㎡）
121 戸 10,900 円～11,400 円

駒場住宅 PC造・2階 昭和 47年 42.7 ㎡ 14 戸 14,800 円～20,200 円

駒場住宅 A棟 PC 造・4階 昭和 48年 46.6 ㎡ 32 戸 14,300 円～21,300 円

駒場住宅 B棟 PC 造・4階 昭和 49年 46.6 ㎡ 24 戸 14,500 円～21,600 円
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［担当：都市計画課］ P.229

2301 定住化促進住宅政策に要する経費 31,287,000 円（40,486,000 円）

［国・県 14,062,000 円 一財 17,225,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：社会資本整備総合交付金（地域住宅交付金分）

31,250,000 円×45％≒14,062,000 円］

○ 目的

急速に進展する少子高齢化に対し、まちの活力を創出し、持続可能なまちづくりを進める

ため、子育て世代等の市内定住化を促進し、併せて魅力ある住環境の整備を図る。

○ 内容

良質な新築住宅の取得や、中古住宅の取得又は世帯員の増加に伴うリノベーションに対

する補助を行う。

定住化促進住宅補助金 31,250,000 円

住宅取得補助金 450,000 円×50 戸＝ 22,500,000 円

住宅リノベーション補助金 350,000 円×25 戸＝ 8,750,000 円

その他の経費 37,000 円
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